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第２章 

基本的な考え方 

１ 人権施策の基本理念 

人権とは、人間の尊厳に基づいて各人が有する固有の権利であり、社会を構成するすべ

ての人が個人としての生存と自由を確保するために不可欠なものです。 

人権は、「一人ひとりがかけがえのない存在である」という認識を基に、自己のみならず

他者との相互理解を通じて成立します。 

したがって、人権尊重の理念は、多様な生き方を認め合い、自己の人権だけでなく他者

の人権も正しく理解し、権利行使に伴う責任を自覚することにあります。加えて、基本的

人権の尊重という普遍的な考えを現行でも継承していくとともに、市民の日常生活の場か

ら人権擁護の観点の啓発教育を推進していくことで、地域全体の人権意識向上を図ります。 

本市では、この人権尊重の理念に基づき、「すべての人の人権が尊重され、心安らかに、

住みよい豊かな生活を市民が享受できる社会の実現」を人権施策基本方針の基本理念とし

て制定し位置づけています。 

本市の人権施策の継続性を踏まえ、当方針においてもこの理念を基本的人権の尊重とい

う普遍的な考えとともに継承します。 

 

 

２ 人権施策の目標 

基本理念の実現に向けた人権施策の目標については、その継続性や分野別計画との整合

性の観点から、当方針においても基本的人権の尊重という普遍的な考えを踏まえて継承し、

本市の最上位計画である「第３次岩出市長期総合計画」や既存の計画との調整を図りなが

ら、目標の達成に向け取り組みます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

人権尊重の理念に基づく民主的で活気のあるまちづくりをめざします。 

誰もが地域社会の一員として参画できる公正・平等なまちづくりをめざします。 

多様な文化や価値観、個性が尊重され、ともに豊かに暮らせるまちづくりを 

めざします。 

各種団体、行政等の連携や協働、役割分担を行い、自主性や主体性を尊重した 

まちづくりをめざします。 

1 

２ 

３ 

４ 

【人権施策の目標】 
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３ 人権施策基本方針の位置づけ 

当方針は、第３次岩出市長期総合計画に定める「共生社会を実現するまち」の方針を、

基本的人権の尊重という普遍的な考えを踏まえながら、総合的・計画的かつ具体的に推進

するための基本方針を示すものです。 

本市が策定している分野別計画を進める場合、また、今後新たな計画の策定や既存各種

計画の見直しを行う際には、当方針の趣旨を尊重し整合性を図ります。 

また、当方針は市民、企業、各種団体との協働により実現をめざすガイドラインであり、

市民の日常生活の場から人権擁護の観点の啓発教育を推進していくとともに、市民生活や

企業・団体等の活動において、一人ひとりが人権尊重の考えに基づいて自主的に協力し合

える体制を整えるための指針となります。 
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４ 施策の体系図 

  

人権尊重の視点に 

立った行政の推進 

○人権尊重の

視点に立っ

た施策や制

度の創設等 

○人権尊重の

施策に携わ

る職員研修

等の充実 

施策の 

総合的

な推進 

○ 人権施策の推進体制 
・市における推進体制 ・国・県・関係団体等との連携 

○ 人権施策の推進管理 
・情報の収集と提供  

・施策の点検・評価と方針の見直し 

１ 同和問題（部落差別） 

２ 子どもの人権 

３ 女性の人権 

４ 高齢者の人権 

５ 障害のある人の人権 

６ 外国人の人権 

７ 感染症・難病患者等の

人権 

８ 性的少数者に関する人権 

９ 情報化社会における 

人権 

１３ その他の様々な人権

（患者の人権／アイ

ヌの人々の人権や北

朝鮮当局による拉致

問題等） 

１０ 犯罪被害者等の人権 

１１ 自殺 

１２ 働く人の人権 

人権尊重の理
念に基づく民
主的で活気の
あるまちづく

り 

特定職業従事者に 
対する人権教育・

啓発の推進 

人権教育・啓発の
推進 

 
○人権教育の

推進 

○人権啓発の

推進 

誰もが地域社
会の一員とし
て参画できる
公正・平等な
まちづくり 

多様な文化や
価値観、個性
が尊重され、
ともに豊かに
暮らせるまち
づくり 

各種団体、行
政等の連携や
協働、役割分
担を行い、自
主性や主体性

を尊重したま
ちづくり 

す
べ
て
の
人
の
人
権
が
尊
重
さ
れ
、
心
安
ら
か
に
、
住
み
よ
い
豊
か
な
生
活
を
市
民
が
享
受
で
き
る
社
会
の
実
現 

相談・支援の推進 

○相談・支援

体制の充

実・強化 

○救済体制の

連携強化 




